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第1章 現状と課題 

1. 「モビリティ・ロードマップ 2026」の策定の背景 

自動運転技術は、2021 年に日本企業が世界初となる自動運転レベル 3 の乗用車の

上市を実現して以降、2022 年の道路交通法改正によるレベル 41に向けた制度整備、

2023 年の福井県永平寺町における日本初のレベル 4 無人自動運転移動サービスの開

始、全国各地での自動運転実証の実施など、社会実装に向けた取組が着実に積み重ね

られてきた。 

こうした流れを受け、「モビリティ・ロードマップ 2025」においては、自動運転サ

ービスを事業として成立させるため、需給一体となったモビリティサービスの再設計

という観点から「交通商社機能」の確立を提起するとともに、地域を絞って政策資源

を集中的に投入するための 「先行的事業化地域」の選定を施策の柱として位置付けた。

2025 年度においては、これらの方針に基づき、「交通商社機能」の調査研究及び事例

集2のリリース、13 地域の先行的事業化地域の選定など、自動運転の実装に向けて取

り組んできた。しかしながら、引き続き多くの取組では走行期間が短かったり、走行

エリアが限定されていたりと、あくまで実証の域を出ておらず、本格的な事業化への

見通しは未だ開けていない。 

 

一方、世界に目を向けると、自動運転技術をめぐる環境は大きく変化している。米

国や中国では、数多くの事業者が自動運転タクシー（いわゆる「ロボタクシー」）の実

装、商用化に複数の都市において取り組んでいる。また、トラックにおいても自動運

転サービスの商用化が始まっている。技術的には、AI 技術の飛躍的発達に伴い、認識

から経路判断までを全て単一の AI で処理し様々な走行環境でも走行可能な End-to-

End（E2E）型の技術が実用化され、E2E をベースとした自動運転サービスの提供も始

まっている。この技術は、整備に相当な費用と時間がかかる高精度の三次元地図が不

要であり、コスト面では相対的に導入のハードルが低いと考えられることから、将来

的に自動運転の中核を担う可能性も出てきている。こうした動きは、自動運転技術の

実装のあり方を大きく変えつつあり、我が国においても対応が求められる。 

 

2040 年頃の我が国社会を見通してみると、リニア中央新幹線が開通し、40 年代の

うちには北陸新幹線の大阪延伸も見込まれ、高速度幹線インフラはますます整備され

ていくとともに、空飛ぶクルマ（eVTOL）の社会実装も進むなど、日本の交通は世界最

高水準の高速化、高密度化が進むと予想される。幹線交通網に接続する二次交通にお

いては自動運転が重要な役割を果たしていると考えられる。さらに、第 6世代移動通

信（6G）の普及等通信環境の整備も進み、複数の移動手段をシームレスに統合する次

 
1 自動運転レベル 4(L4)：システムが周辺監視をし、一定の条件下でシステムが全ての運転操作を代替

する機能を有し、条件外でも車両が安全確保をするもの。 
2 「交通商社機能」の取組を支援する事例集(2026 年 6月 19 日) 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/9f4e70e2-

2335-4181-8293-258c12549d31/77c279de/20260619_policies_mobility_report_01.pdf 
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世代 MaaS 等様々なデジタルサービスが実装されると見込まれる。デジタルの力によ

り多様な移動サービスと社会サービスとが高度に接続されたいわば「デジタル・モビ

リティ国家」とも言える社会が実現していることが望まれる。なお、自動運転がもた

らす中期的な将来像やそれを実現する戦略については、「自動運転の将来ビジョンに関

するプロジェクトチーム」（デジタル副大臣主宰）による「2040 デジタル・モビリティ国家を自

動運転で実現する提言」3に詳述されている。 

 

「モビリティ・ロードマップ」の 2026 年度版の策定にあたっては、「モビリティ・

ロードマップ 2025」で提起した「交通商社機能」の確立と先行的事業化地域への集中

支援という二つの柱を継続させつつ、「モビリティ・ロードマップ 2025」の成果と課

題を評価した上で、AI をはじめとする新しい技術への対応、物流も含めた国内外の潮

流を踏まえた上で、上述のような我が国の中期的な社会像からのバックキャストとい

った視点も含めて改めて全体を見直し、今後の施策の方向性を取りまとめることとし

た。 

 

（1） 他国における自動運転を巡る動向 

自動運転技術の開発、社会実装に向けた動きは、世界中で加速している。 

米国では、Waymo が 2024 年からサンフランシスコ、ロサンゼルスで無人の自動

運転タクシーサービスの有償提供を開始しており、そのサービス提供エリアを合計

10 の米国主要都市まで拡大している （2026 年 3 月時点）。さらに、フリーウェイで

の運行を開始するなど、サービスの質・量ともに着実な向上が続いている。Tesla

は、2026 年 1 月にテキサス州オースティンで安全監視員を同乗させない形でのロ

ボタクシー運行を開始した。Tesla は高精度 3D 地図や道路側インフラへの依存を

最小化し、認識から経路判断までを全て単一の AI で処理する E2E 型のアプローチ

による自動運転技術を採用している。 

中国においても WeRide （遠知行行）、Pony.ai （小 智行）、Baidu （度度）などの

企業が中国内外で自動運転サービスを開始している。特に WeRide は、積極的な国

際展開を進めており、フランスのヴァランスでの自動運転バス、アラブ首長国連邦

のアブダビ及びドバイでの自動運転タクシー運行を実現するなど、その展開地域を

広げている。 

欧州ではフランスの NAVYA が世界 26 か国以上に自動運転シャトルバスを提供し

ている。また、英国のスタートアップ Wayve Technologies （フフトバンクグループ

が出資）は E2E の自動運転 AI 技術を開発している。 

また、米国 AI・半導体企業の NVIDIA は 2026 年 1 月、自動運転開発を加速する

ために設計されたオープンフース AI モデルとツール群「Alpamayo」を発表し、自

動車メーカーの自動運転開発を幅広く支援する動きを見せている。 

 
3 2040 デジタル・モビリティ国家を自動運転で実現する提言（2026 年 6月 16 日）

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/9f4e70e2-

2335-4181-8293-258c12549d31/389efdab/20260616_policies_mobility_proposal_01.pdf 
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トラックの自動運転については、米国の自動運転開発企業である Aurora 

Innovation が 2025 年４月にテキサス州ダラスからヒューストンまでの間（約 370

㎞）を世界で初めて公道での自動運転レベル 4の商用運行を開始した。また、中国

では Pony.ai が 1＋4 での後続無人隊列走行（先頭車有人、後続車無人（レベル 4））

での商用化を目指して実証を行っている。 

 

 

 

（出典）国土交通省(自動運転の社会実現に向けた国土交通省の取組について) 

※モビリティワーキンググループ（第 14 回）資料を基にデジタル庁にて更新 

図 1：世界的な自動運転等の研究開発競争 

 

（2） 日本における自動運転を巡る動向 

2025 年度は、60 か所以上で自動運転の実現に向けたバスやトラック、乗用

車の実証が行われ、道路交通法に基づく特定自動運行（自動運転レベル 4に

相当）の許可件数は 2026 年 5 月時点で延べ 12 件4となっている。しかしなが

ら、短期間あるいは限定的な運行エリアでの実証にとどまっている地域が多

いというのが実情である。 

 
4 福井県永平寺町、東京都大田区、北海道上士幌町、三重県多気町、茨城県日立市、愛媛県松山市、長

野県塩尻市（１回目）、大阪府大阪市、千葉県柏市、宮城県登米市及び南三陸町、長野県塩尻市（２回

目）、茨城県常陸太田市 
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（出典）総務省資料を基にデジタル庁にて作成 

図 2：国内の自動運転等（旅客）の状況（2025 年度） 
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自動運転タクシーについては、いくつかの地域において実証実験が行われており、

2027 年度中の事業開始を目標としている事業者も出てきている。 

トラック分野においては、2026 年以降の高速道路におけるレベル 4自動運転トラ

ックの社会実装を目指し、2025 年 3 月から、新東名高速道路の駿河湾沼津 SA～浜松

SA 間の約 100 ㎞において、深夜時間帯に自動運転車優先レーンを設定し、車両開発

と連携した路車協調による自動運転トラックの公道走行の実証実験が開始されてい

る。また、自動運転トラックシステム開発会社 T2 は 2026 年 3 月に自動運転レベル

2 ながらも手動介入なしで関東－関西間を結ぶ約 500 ㎞の走行に成功するなど、車

両の開発が進んでいる。 

車両開発にあたっては、自動車メーカーと自動運転フフトウェア企業との間で戦

略的なパートナーシップが増加している。トヨタ自動車は Waymo と提携し、Waymo の

自動運転技術とトヨタの車両製造・車載技術を組み合わせ、新たな自動運転車両プ

ラットフォームの開発を目指すとしている。日産自動車は AI 自動運転システムを開

発する英国の Wayve Technologies と提携し、E2E 型の自動運転技術の共同開発を進

めている。このように、自動運転を早期に開発コストを抑えて実現したい自動車メ

ーカーと車載領域への参入・拡大を図るフフトウェア企業との関係は多様化・深化

しており、こうした提携がさらに進むことにより自動運転技術の市場投入のスピー

ドが速まると考えられる。 

また、自動運転スタートアップのティアフォーは自動運転開発を促進するオープ

ンフースのフフトウェアを公開しており、国内外で利用されている。チューリング

は E2E での自動運転の実現を目指しており、自動運転向けフィジカル AI である VLA

モデルにおいて国内で初めて公道での走行に成功している。 
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（出典）国土交通省 自動運転の社会実現に向けた国土交通省の取組について 

※モビリティワーキンググループ（第 14 回）資料より抜粋一部改変 

図 3：国内における自動運転車等の開発及び市場展開見通し 

 

（3） 自動運転が求められる社会情勢 

① 社会課題解決の要請 

少子高齢化と人口減少が進む中、地域の公共交通を支えるバス・タクシードライ

バーの不足は一層深刻化しており、地方部を中心に路線の廃止・縮小等が増加して

いる。加えて、病院や学校等の公共施設の統廃合が進む中、従来よりも知距離の移

動が必要となる住民が増加しており、移動需要の質・量ともに変化が生じている。 

物流分野においても、2024 年 4 月からトラックドライバーの時間外労働に年間

960 時間の上限が適用されたことにより輸送力不足が懸念される、いわゆる「2024

年問題」を契機とし、トラックドライバーの不足への対応が喫緊の課題となってい

る。 

これらの課題に対する解決策の一つが、自動運転の実装による省人化・効率化で

あり、人口減少が進む我が国においては特に期待が高まっている。 

 

また、交通事故による死亡者数、負傷者数は年々減っているものの、2025 年時点

でなお、2547 人が死亡し、33 万 8508 人が負傷している。交通死亡事故発生件数

（第１当事者）の約 96％に車両等の運転者の法令違反が認められる。さらに、交通

事故死者数に占める高齢者の割合は約 56％ （2025 年）に達するとともに、75 歳以
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上の自動車の運転者（第１当事者）による交通死亡事故の人的要因は、アクセルと

ブレーキの踏み間違いなど操作不適の割合が最も高く 75 歳未満の約 3.1 倍に達す

る。自動運転の導入は、交通事故減少の可能性を有しているとともに、免許返納後

の移動手段の確保にも繋がり得るものである。 

 

② 産業政策上の要請 

日本の 2023 年の自動車関連産業の製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額

等の合計は約 72 兆円であり、自動車関連産業は日本を代表する基幹産業の一つで

ある。加えて、日本の自動車メーカーの 2024 年の世界における自動車販売台数は

約 2,400 万台で、世界の自動車販売台数のシェアの約 25％を占めており、自動車

の国際市場において日本は大きな存在感を持つ国の一つである。さらに、自動車は

日本の輸出額全体の約 16％を占める主要輸出品目であり、貿易収支や国際経済に

与える影響も極めて大きい。このような状況を踏まえ、自動車関連産業は日本の経

済安全保障上の観点からも極めて重要な役割を担っていると言える。 

また、自動車関連産業は、資材調達・製造をはじめ、販売・整備・運送など各分

野にわたる広範囲な関連産業を持つ総合産業である。これら自動車関連産業に直接

的・間接的に従事する日本の 2024 年の就業人口は 559 万人である。これは全就業

人口の約 8％であり、自動車関連産業は日本の雇用と地域経済を力強く支えている。 

こうした中、自動運転技術は、自動車関連産業の将来を左右する戦略上重要な技

術の一つである。この自動運転技術の主導権を海外企業に握られることは、車両を

通じたサイバー攻撃のリスク拡大や重要データの国外流出といったサイバーセキ

ュリティ上の懸念を高めるだけでなく、経済安全保障の脆弱化やデジタル分野にお

ける国際収支の悪化を招く可能性がある。そのため、自動運転技術の国内基盤を強

化し、技術主権を確保することが、自動車産業の競争力維持と日本全体の安全・安

定を確保する上で不可欠である。 

 

こうした産業政策上、経済安全保障上の重要性を踏まえ、現在策定中の日本成長

戦略では、戦略 17 分野における「主要な製品・技術等」に自動運転技術が位置付

けられ、官民投資ロードマップが策定される予定である。本年 6 月 24 日に開催さ

れた経済財政諮問会議・日本成長戦略会議において提示された同ロードマップ案5

では、日本の自動車産業のグローバルでの高い販売シェア（約 25％）、広範な販売

網、安全性・信頼性の高い車両製造技術、多様な走行環境への対応といった点を日

本の強みと捉え、2030 年代におけるグローバルでの自動運転車両販売台数のシェ

ア約 25％を確保することを目標として掲げている。ここでは、各国において E2E 自

動運転技術の開発が加速し、E2E 技術が将来の中核技術となる可能性が出てきてい

る中、我が国も遅れを取らないように E2E 技術の開発環境を整備するための施策

 
5 経済財政諮問会議（令和８年第８回）・日本成長戦略会議（第５回）（令和８年６月 24日）資料３

「戦略 17分野における「主要な製品・技術等」の官民投資ロードマップ（案）」

（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/kaigi/dai5/shiryou3.pdf） 
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と、国内で自動運転車両の導入を進めるための環境を整備するための施策が規定さ

れている。後述の「第 3章 2026 年度以降の取組方針」の中で、同ロードマップ案

において講じるべきとされている施策についても具体化していく。 

 

（4） 自動運転に関連する政府の取組・決定事項 

地域公共交通は、地方の「暮らし」と「安全」を守る基盤であるが、急速な人

口減少・少子高齢化により、運転士等の担い手が不足し、減便・廃止が相次ぐな

ど供給が減少する一方で、免許返納、学校や病院の統廃合等により社会的需要は

拡大している。このため、共同化・協業化、輸送資源のフル活用等により、持続

可能な地域公共交通の実現を図るべく、 「地域公共交通の活性化及び再生に関する

法律の一部を改正する法律」（令和８年法律第 35 号。以下「改正地域交通法」と

いう。）が成立した。改正地域交通法においては、「交通空白」等となっている地

域において、地方公共団体の主導のもと交通事業者や学校、病院、福祉施設、商

業施設等の複数の主体が連携・協働して、地域の状況や課題に対応した最適な形

態での運送を確保する事業（自動車地域旅客運送サービス再構築事業）を創設す

る。また、地域の関係者相互間の連絡調整及び連携の促進を行う企業・団体を「連

携促進団体」と位置付け、法定協議会への参加を促進し、地域公共交通計画の作

成等の提案を可能とすることで、より一層の活動を推進し、人材・ノウハウの活

用を図ることとしている。さらに、自動車地域旅客運送サービス再構築事業等に

ついて、地方公共団体による事業実施計画作成時に必要となる乗降記録等のデー

タ提供等の協力要請に対し、正当な理由がある場合を除いて、交通事業者等が応

じることとし、事業実施の促進を図ることとしている。 
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（出典）国土交通省 

図 4：地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律の概要 

 

また、中長期的な視点に立って物流の新たな方向性を示す「総合物流施策大綱

（2026 年度～2030 年度）」6が 2026 年 3 月に閣議決定され、今後取り組むべき施

策として、自動運転トラックの社会実装の実現を含めた「サービスの供給制約に

対応するための徹底的な物流効率化」を柱の一つとして掲げている。 

 

2026 年 1 月に閣議決定された「第 3次交通政策基本計画」7では、新たに取り組

む施策として、交通分野における徹底した自動化・知隔化技術の導入推進が挙げ

られており、2030 年時点での自動運転サービス車両数を 1万台とする目標を掲げ

ている。 

 

 

2. 自動運転サービス実装に当たっての課題 

（1） 需要面・供給面の課題 

人口減少局面を迎えた我が国においては、都市部では一定の需要の下、市場原理

に任せた状態でも各モビリティサービスがある程度維持可能である一方、地方部に

 
6 総合物流施策大綱（2026 年度～2030 年度）（2026 年 3月 31 日閣議決定）

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/content/001993236.pdf 
7 第三次交通政策基本計画（2026 年 1 月 16 日閣議決定）

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001977285.pdf 
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おいては移動需要が減退し、モビリティサービスを提供する主体が一定の稼働率を

確保することが難しくなり、非効率、不採算なサービス提供となってしまっている

地域が増加している。また、上述のとおり、人口減少はドライバー不足による供給

の制約も引き起こしている。供給制約の解消手段として自動運転車両の導入は考え

られるが、現状では自動運転は手動運転よりも費用がかかる状態であるため、採算

面の問題が生じる。 

他方、このような地域では、子育て世代が担っている送迎などへの負担感と、免

許返納後の高齢者など移動を我慢している満たされない移動需要が存在することが

想定される。 

したがって、自治体や交通事業者の連携の下、供給不足によって満たされていな

いことが想定される需要も含め、潜在的な需要を調査し、全体の移動需要と地域の

モビリティ供給の関係性を明らかにした上で、需要に関するデータに基づきモビリ

ティサービスと連携をとっていく「交通商社機能」を構築することの必要性を「モ

ビリティ・ロードマップ 2025」において提起した。交通商社機能の実現にあたっ

ては、移動需要の調査・分析、新たな移動需要の創出に向けた企画、さらにモビリ

ティサービスの効率化を支える共通システムやアプリケーションの整備が不可欠と

なる。需要を各モビリティサービスへ効率的に分配・配車するデジタルツールの活

用が考えられるが、高価な対価の支払いを求められるため、結果的に財政力のある

自治体での限定的な実装にとどまることも少なくない。このため、交通商社機能の

実現に資するデジタルツールの共同利用・共同調達を通じたコストダウンを進めて

いくことが必要である。 

モビリティサービスを巡る需給の再構築を進めて行くに当たり、足元は現状のモ

ビリティサービスを前提にスタートしつつも、自動運転サービスに適合しやすい需

要については、徐々に自動運転へのシフトさせていくことによって、その円滑な事

業化を図ることが必要である。 
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（出典）デジタル庁 新たなモビリティサービスを支える交通商社機能について 

※モビリティワーキンググループ（第 5回）資料より抜粋 

図 5：新たなモビリティサービスを支える交通商社機能について 

 

また、公共交通分野においては、自動運転は現状、自治体や事業者ごとに独立し

た形で調達が行われているが、例えば集中監視システムなど、物理的に離れていて

も共同調達が可能なシステムが含まれており、広域で共同調達することによりコス

ト削減することも考えられる。広域調達によって調達のロットが大きくなれば、自

動運転車両を開発、製造する OEM やシステム開発会社も予見可能性を持って資金投

入が出来るというメリットもある。広域調達を促す仕組み、例えば広域の複数の自

治体や民間事業者が参画する官民が連携したプラットフォームといった仕組みを検

討することも考えられる。 

 

（2） 技術面の課題 

自動運転技術は国内外で実装が進んでいるが、本格的な社会実装の加速に向けて

は、技術特性に応じた固有の課題が存在しており、これらを適切に整理した上で対

応策を講じていく必要がある。 

ルールベース型自動運転技術は、センサーや高精度三次元地図を利用し、認識、

予測、経路判断の各領域(モジュール)に分け、予測、経路判断についてはフフトウ

ェアのコーディングを行う技術である。プログラムされた交通・運転ルールに基づ

いて車両を制御する技術であり、これまでルールベース型が主流であった。ルール

ベース型は挙動が比較的明確であり安全性の検証を行いやすいという利点を有する

一方、高精度三次元地図の整備や走行環境の事前調査・調整が必要である等、新た

な地域への展開に際して相応の費用と期間を要すこと、人力でフフトウェアのコー

ディングを行うため複雑な交通シナリオへの対応に限界があること等が普及拡大の

制約となっている。よって、国内においては走行条件が厳しくない限定された環境

での運行が中心となっているケースが多い。交差点での右折において見通しが悪い
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箇所や車道部分に張り出した駐停車車両がある場合において自動運行が完結できず、

経路全体を通じたレベル 4 での自動運行実現にハードルがある事例も見られる。こ

うした箇所への対応には、路車協調等のインフラ側からの支援も有効であるととも

に、複雑な走行環境においても安定した運行を実現できる車両側の技術力を高める

ための取組を加速することが急務となっている。 

ルールベース型の課題を解消するため、予測、経路判断の各領域(モジュール)に

AI を取り入れ、機械学習させるアプローチ （モジュール型 AI）が出てきている。コ

ーディングに伴う課題は軽減されるが、高精度三次元地図への依存度が高く、地図

の作成、更新コストに加え地図がないエリアでは運行できないという問題は残る。

大都市部のタクシーやバスに加え、トラックのうち高速道路の主要物流拠点間の輸

送等の主要幹線間の輸送といったユースケースにおいては、モジュール型 AI による

社会実装も進んでいくと考えられる。 

他方、E2E 型自動運転技術は、認識から制御までを全て単一の AI モデルで処理す

る技術で、AI 技術の飛躍的進展に伴って実用化が急速に進み、Tesla は同技術を実

装した車両により複数の都市でサービス提供を始めており、国内でも開発に取り組

む企業が増加している。E2E 型はライダー （レーーー光を使ったセンサー）やレーダ

ーは必ずしも必要とせず、カメラだけでも制御可能と言われており、さらに高精度

三次元地図も不要であるため、比較的安価・迅速に導入でき、柔軟な走行エリアが

設定可能であり、将来の自動運転の中核となる可能性がある。しかし、AI を活用し

た自動運転では、判断根拠の事後検証が難しいことが共通の課題であり、特に E2E

型自動運転技術においてその点が指摘されている。 

また、E2E 型自動運転技術の性能向上に向けては、大量かつ質の高い走行データの

収集と、それを処理するための計算機基盤の整備が大きな課題となっている。精度

向上には、多様な走行環境における実走行データを継続的かつ大規模に収集し、AI

の学習サイクルを回し続けることが不可欠であるが、日本では比較的小規模な実証

が多いため、如何にして収集できるデータの量・多様性を高められるかが課題であ

る。 

まずは、ルールベース、モジュール型 AI の自動運転技術を活用し、早期に市場を

形成することで、自動運転サービスの社会実装を加速し、持続可能な事業モデルの

確立を図るべきである。特に、路線バスや高速道路におけるトラック輸送では、一

定の決まったエリア、路線において運行されるため、地図の制約があるルールベー

ス、モジュール型 AI による自動運転を実装しやすい分野と言える。 

他方、E2E 型自動運転は諸外国の技術開発が先行していることから、先述の「官民

投資ロードマップ」に基づき、E2E の AI 開発投資支援、E2E の開発を効率化するた

めのデータエコシステムの構築、AI の安全性評価手法の確立等を着実に実施すべき

である。 

これにより、2030 年時点でモジュール型と E2E 型それぞれの方式での自動運転サ

ービス車両が数千台ずつ導入されることが望まれる。 
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（出典）経済産業省 

図 6：自動運転フフトウェアの分類 

 

（3） 周辺環境整備面の課題 

① 通信・サイバーセキュリティの確保 

道路交通法では、特定自動運行主任者を乗車させずに特定自動運行を行う場合、

知隔監視装置を備え付けるなどの措置を講じなければならない。また、自動運転サ

ービスを人手不足対策として機能させるためには、監視員が一人当たり複数台、将

来的には数十台規模の自動運転車両を監視する、いわゆる「1対 N知隔監視」体制を

構築する必要がある。こうしたことから、自動運転の走行ルートにおいて、主に携

帯電話網による安定した通信環境の確保が必要であり、走行ルートの通信環境に応

じて、アップロード帯域の強化や品質改善等の対応が必要な場合は、通信事業者に

おける携帯電話基地局の整備拡充・高度化や必要な対策を着実に進めていくことが

求められる。 

また、自動運転車両がインターネットに常時接続する環境においては、サイバー

セキュリティの確保が極めて重要な課題となる。車両への不正アクセスや走行デー

タの改ざん等のリスクに対応するため、車両・通信・運行管理システムの各層にわ

たるセキュリティ対策の強化と、インシデント発生時の対応体制の整備を進めてい

くことが必要である。 

 

② 特殊な道路環境における課題 

見通しが悪い交差点や隘路など、一部の特殊な道路環境においては、車両単体の

能力のみでは鉢合わせ等のリスクが生じる場合がある。こうした環境においてもよ

りスムーズかつ安全な走行を実現するため、路側センサーとの連携、それを可能に

する V2X 通信が有効であり、通信環境整備を含む路車協調の取組及び道路空間の適
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切な利活用に向けた整備を継続していく必要がある。 

 

③ 事故原因究明体制の整備 

自動運転技術の普及により、中長期的には交通事故件数の大幅な削減が期待され

る。しかしながら、自動運転車両が関与する事故が直ちにゼロになるわけではなく、

事故発生時における迅速かつ的確な原因究明は、社会的受容性の向上と技術の継続

的な改善の双方において不可欠な要素である。このため、自動運転車両に係る事故

原因究明体制の早期構築が求められる。 
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第2章 2025 年度の主な取組 

1. 交通商社機能 

少子高齢化と人口減少が進む中、特に低人口地域では、従来型の公共交通の利用者

が減少し、サービスの維持が困難になるなど、需要縮小と供給不足の悪循環が生じてい

る。こうした状況を改善するためには、満たされない移動需要を把握し、需要が供給を

生み、その供給がさらに需要を生む好循環を意図的に創り出すという発想が必要とな

る。 

このため、 「モビリティ・ロードマップ 2025」では、地域において掘り起こしきれて

いない移動需要の可視化や集約と、これに応える最適なモビリティサービスの企画・設

計を一体的に行う「交通商社機能」が重要であることを提言した。また、その具体化に

当たっては、様々なモビリティサービスへの需要の分配・配車を一元的に管理する基盤

が不可欠となる。それらは各地域で共通的に必要となる基盤でもあることから、その共

同利用・調達を通じたコストダウンを進めていくことの重要性をあわせて提言した。 

2025 年度の活動においては、「モビリティ・ロードマップ 2025」で定義された交通

商社機能の概念を踏襲しつつ、地域におけるモビリティサービスを支えるために必要

となる交通商社機能の具体的な内容及び地域において交通商社機能の実装を実現する

ための要因を分析する調査研究を実施した。本調査では、非交通分野とモビリティサー

ビスを連携させることにより、地域の経済活性化やモビリティサービスの持続性を高

める取組等を行っている複数の自治体8や関係事業者へのヒアリングを実施し、その結

果を踏まえ、交通商社機能の導入における成功要因を抽出し、その類型化を行った。そ

の内容を、交通商社機能の構築、利用、運用を担う自治体、交通事業者、まちづくり事

業者等の関係者が参照できるよう事例集として取りまとめた。 

 

（1） 求められる機能 

交通商社機能は、地域交通における持続可能性と高度化を実現するための中核的役

割を担う機能として整理されるものである。その中心となるのは、①需要の調査・創

出を通じた供給設計と、②消費拡大および施策の波及効果を踏まえた原資獲得であ

り、これらを基軸として地域交通の自立性・安定性の向上を図るものである。また、

この機能は交通分野の枠を超え、非交通分野（福祉、医療、教育、観光、商業等）と

の連携を通じた地域交通の高質化・最適化にも資するものと捉えられる。これによ

り、交通サービスの地域運営体制の強化や、持続的なサービス提供に向けた制度・仕

組みの改善を促すことが可能となる。 

需要の把握に関しては、移動需要と非移動目的の活動の両方を対象とする包括的な

アプローチをとる。移動需要については、顕在化している移動需要（スクールバスに

よる移動や福祉車両による送迎等も含む）に加え、アンケート調査やインタビュー等

により公共交通に触れる機会の乏しい住民の需要を含めた個々の移動行動の実態を把

握することで潜在的な移動需要（移動欲求）も含めて移動需要全体を可視化し、政策

 
8 富山県黒部市、富山県朝日町、長野県塩尻市、三重県菰野町、京都府（けいはんな学研都市）、 

島根県大田市（井田地区）、香川県三豊市、高行県仁淀川町 
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立案やサービス設計に反映する。また、非移動目的の需要については、交流イベント

等の地域活動を可視化し、新たな移動需要の創出や交通サービスにおける価値形成を

図る。 

供給面では、地域交通サービスのモニタリングを通じて、現在の提供状況の把握と

継続的な監視を行う。統計情報や運行データの収集・整理により、運行実態や利用動

向を的確に把握し、サービス提供上の課題を抽出する。これらの課題を踏まえ、利用

状況や地域の地理的特性に応じたルート再編、サービス形態の見直し（スクールバ

ス、福祉車両の有効活用等を含む）等の代替案を検討することで、地域の実情に応じ

た最適な交通サービスのあり方を導出する。 

原資の確保に関しては、消費および利用拡大による財源確保を重要な柱とする。と

りわけ、自動運転サービスの導入には、車両そのものの費用に加え、運行管理システ

ムや高精度地図の整備、メンテナンス体制の構築、インフラ整備等多岐にわたる費用

がかかるため、多様な原資を確保することは極めて重要である。地域内の回遊性向

上、商業施策との連携等の消費・利用拡大策は交通需要を喚起するのみならず、地域

経済全体にも波及効果がある。さらには移動機会の増加による健康増進を通じて医療

費、介護費の抑制につながる可能性もある。また、貨物の輸送需要を取り込んだサー

ビス設計を行うことも考えられる。こうした効果を測定、可視化することで、行政や

関係主体の意思決定に資する材料を提供することにより、自治体、住民サービス提供

主体、民間事業者等交通分野以外の主体との連携を強化し、新たな財源の獲得を図る

ことで、地域交通サービスの持続性を支える安定的な原資確保につなげる。 

さらに、交通商社機能を効果的に発揮するためには、人材育成や IT 環境の整備と

いった環境面での基盤強化も不可欠である。データやサービスを統合的に管理・分析

するシステム（需給のマッチング機能を含む）の導入、運営主体の能力向上、関係者

間の連携体制の構築など、環境整備を進めることにより、交通運営の実効性および持

続性を高めることが期待される。 

以上のとおり、交通商社機能は、需要把握から供給最適化、原資確保、環境整備に

至る一連のプロセスを総合的に担うものである。これらの取組を統合的に推進するこ

とで、地域の実情に即した交通サービスの実現、住民および来訪者の移動利便性の向

上、ひいては地域社会や地域経済の活性化に寄与することが期待される。 
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（出典）デジタル庁 地域交通を支えるために必要な機能群の関係性コンセプト図 

※モビリティワーキンググループ（第 15 回）資料をデジタル庁にて一部変更 

図 7：地域交通を支えるために必要な機能群のコンセプト図 

 

（出典）デジタル庁 

図 8：地域交通を支えるために必要な機能群の位置付け・定義① 
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（出典）デジタル庁 

図 9：地域交通を支えるために必要な機能群の位置付け・定義② 

 

 

（2） 交通商社機能の導入における成功要素類型 

前述の複数自治体に対するヒアリング結果を元にして、どのような課題を解消する

かを起点として交通商社機能を 4つに分類した。 

 

（出典）デジタル庁 調査事例を基にした交通商社機能の分類(案) 

※モビリティワーキンググループ（第 15 回）資料より抜粋 

図 10：事例の類型化 

 

各自治体が抱える課題と、それに対して講じられているアプローチおよび成功要因に

ついて整理・マッピングを行い、その分析結果を踏まえて重要成功要因（Key Success 

Factors：KSF）の抽出を行った。抽出された KSF としては、首長の関与や自治体として

の推進力、交通事業者の協力、民間主体による推進力、広域連携の枠組み、運賃外収益

の確保、汎用的なツールの活用および横展開の可能性、並びにデータの収集・分析の取

組が挙げられる。 
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（出典）デジタル庁 地域における交通商社機能の導入における成功要素 

※モビリティワーキンググループ（第 15 回）資料より抜粋 

図 11：課題と KSF の紐づけ 

 

これらの KSF を組織・体制に関する要素、収益性に関する要素、データおよびデジタ

ルツールに関する要素の三つに整理・類型化した上で、上述の交通商社機能４分類と掛

け合わせて、その特徴を整理した。 

 

（出典）デジタル庁 地域における交通商社機能の導入における成功要素 

※モビリティワーキンググループ（第 15 回）資料より抜粋 

図 12：交通商社機能の分類ごとの KSF 特徴 

 

2. 自動運転社会実装先行的事業化地域事業 

「モビリティ・ロードマップ 2025」においては、全国で自動運転の実証が進む一

方、特定自動運行の許可件数はなお限定的であり、技術面・採算面など多くの課題

が残されているとの認識の下、地域の特性に応じた課題に関係府省庁の施策を集中

させることで、自動運転技術及びそれを活用したモビリティサービスの磨き上げを
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行い、類似の課題を持つ地域への横展開が可能な事業化モデルを構築することを目

指す「先行的事業化地域」の選定を施策の柱の一つとして位置付けた。 

2025 年度においては、2027 年度を目途にレベル 4自動運転サービスの社会実装・

事業化を早期に実現することを目的として、「令和７年度自動運転社会実装先行的事

業化地域事業」の公募を実施した。本事業は、地域で事業として継続可能なビジネ

スモデルの構築や自動運転の事業化に向けた課題解決を目指す取組を行う地域に対

し、関係府省庁による施策の集中投入や課題解決への伴走支援等の総合的な支援を

行うものであり、審査の結果、2026 年 3 月に 13 地域を選定した。 

 

（出典）デジタル庁 

図 13：先行的事業化地域 選定パターン及び地域 

 

 先行的事業化地域に選定された 13 地域へのヒアリングを通じて、地域における自

動運転サービスの事業化に向けた課題として、以下の点に整理した。 

ア.手動介入箇所の縮小 

多くの選定地域において、駅前ロータリー・交差点での右折 ・路上駐車の回避・

自転車への対応など、特定の難所における手動介入が依然として発生しており、

経路全体を通じたレベル 4での自動運行の実現を阻む要因となっている。センサ

ー検行範囲の拡大や認識率の向上等車両の走行性能の強化や路車協調等を用いて

安定して走り切れる能力の開発が必要である。  

 

イ. 知隔監視の実現に向けた通信環境の整備 

レベル 4の無人自動運転においては知隔監視体制の構築が不可欠であるが9、こ

れまでの地域実証実験において活用された通信キャリアのネットワークでは、走

行ルート上の一部エリアで電波が弱く、安定した知隔監視に必要な通信環境が十

 
9 道路交通法上、特定自動運行中の特定自動運行用自動車について、特定自動運行実施者は、特定自動

運行主任者を当該自動車に乗車させる措置又は知隔監視装置を備え付ける場所に配置する措置を講じ

なければならないとされているが、本稿では、後者の運行形態に焦点を当てる。 



23 

 

分に確保できていないケースがあることが課題となっている。特に、多台数運行

時における知隔監視においてアップロード帯域の確保が必要な場合、走行ルート

において通信の輻輳が生じる場合、走行ルートに山間部等の電波不感地帯が含ま

れる場合については、その対応も必要となっている。今後は先行的事業化地域を

中心として、通信基地局チューニング、5G SA 対応、マルチキャリア通信等の各

地域において実証が計画されている多様な通信フリューションの活用とともに、

自動運転の実装主体における通信キャリアの適切な選定と連携のもと、必要な通

信環境の確保を着実に実施し、地域での事業化・継続的実施の実現とともに、他

地域への横展開へつなげていくことが必要である。 

 

ウ.事業採算性の確保と資金調達 

多くの選定地域において、車両費・システム費・人件費等のコストが手動運行

と比較して依然として高い水準にあり、国庫補助等に依存した事業構造からの脱

却に向けた課題となっている。サービスの収益性向上に向けては、立席実現や無

人運行を見据えた料金収受システムの整備が必要である。また、企業版ふるさと

納税の活用や広告収入の確保など、安定的かつ多様な資金調達手段を組み合わせ

た持続可能な収益モデルの構築を目指す必要がある。 

 

3. 自動運転に係るその他施策の実施状況 

（1） 自動運転サービスのビジネスモデル 

ア （事業採算性の検証） 

経済産業省及び国土交通省は「RoAD to the L4 プロジェクト10」や「自

動運転社会実装推進事業」を通じて得た行見を活用し、「自動運転移動サ

ービス社会実装・事業化の手引き11」を策定している。手引きでは、自動

運転サービスの導入に必要な費用項目や、事業成立性の高め方など、事業

採算性に関する行見を取りまとめている。2025 年度は自動運転車両の調

達にかかる投資額などの事業採算性の検討に必要となる項目を追加し、

手引きの充実化を行った。【経済産業省／国土交通省】 

イ （自動運転サービス等の導入に向けた指針の策定） 

モビリティサービスのリ・デーインについて全国の自治体等が適切か

つ効果的に取組を進めることを目的とした「モビリティサービスのリ・デ

ーイン・レポート（計画指針）」の策定に向け、自治体、事業者、研究者

等との議論を行い、データ共有における制度的・運用的な課題、合意形成

のあり方、並びにデータ利活用の実践上の障壁の整理し、これらを踏まえ

た計画指針の素案を策定した。また、実証地域と連携し、計画指針におい

 
10 RoAD to the L4 プロジェクト 

https://www.road-to-the-l4.go.jp/ 
11 自動運転移動サービス社会実装・事業化の手引き

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001751816.pdf 
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て整理した理念や原則を実際に地域の取組に適用するとともに、その効

果について取りまとめを行った。引き続き、都市中心部に限らず、市街地

や郊外といった多様な地域とも連携しながら、理念の提示にとどまらな

い、実装を志向した計画指針の策定を推進していく。【内閣府】 

ウ （データの統合・相互利活用基盤の検討） 

Japan Mobility Data Space （以下「JMDS」という。）については、オー

プンデータを中心としたデータカタログ連携、認証基盤の整備、機能改善

および API 機能の追加を実施し、データ利活用に資する基盤および機能

の拡充を図るとともに、交通状況を可視化するツール開発を推進した。ま

た、JMDS の社会実装を見据え、データ提供者およびサービス利用者の整

理を行った上で、費用負担と提供価値の整合を図り、継続的な運営が可能

な事業モデルの方向性の検討を実施した。地域交通計画や交通安全に資

する計画策定に必要なデータ連携を順次開始し、国内外のセミナー等を

通じた情報発信により認行度向上を図り、利用登録者数、データカタログ

件数および連携プラットフォーム数の拡大を推進した。【内閣府】 

エ （モビリティサービスをけん引する人材の育成） 

モビリティ専門人材やコミュニティに関する育成プログラムを作成す

るとともに、ノウハウの物語化に向け約 40 事例を収集し、その一部を物

語化したものを、人材育成およびコミュニティ形成に関する実践行の共

有基盤である「モビリティ行恵袋（WEB プラットフォーム）」として HP に

公開した。また、コミュニティ成長およびコミュニティ形成に関する仮説

（神田メフッド）について、複数地域における交通プロジェクトを対象に

実践事例を踏まえた分析を進め、地域コミュニティの成熟段階に応じた

マネジメントや人材育成の方向性を整理し素案を作成した。地域交通分

野における行識循環のエコシステムの形成を目指すため、モビリティ行

恵袋を中心としたナレッジ共有基盤を整備し、実践行や暗黙行を含む多

様な行見を蓄積および発信を実施した。【内閣府】 

オ （地域交通 DX 推進プロジェクト COMmmmONS 推進） 

交通事業のデジタル化・標準化等を加速し、自動運転車との連携が可能

な運行システム等を実現する観点から、地域交通 DX 推進プロジェクト

COMmmmONS を推進した。具体的には、国がバスの後方業務プロセス及びシ

ステムの標準仕様を策定した。また、この標準仕様を普及させることによ

り、システムコスト削減、無駄な回送の削減などの運行最適化、自動運転

等のシステムの効果最大化などを実現した。【国土交通省】 

 

（2） 自動運転車両の走行に必要な技術の開発・普及および環境整備 

ア （自動運転システムの開発支援） 

地域の移動課題の解決手段として、自動運転タクシーサービスが有効

であるところ、自動運転タクシーサービスの早期の社会実装・円滑な普及

に向けては、サービス企画や体制構築、事業性検討等に関する実践的な行

見の整理・提供が重要である。経済産業省は令和 6 年度補正予算におい

て、横浜での自動運転タクシーの実証走行を通じてこれらの行見を収集

し、「自動運転タクシーサービス社会実装に向けた行見集」に取りまとめ

た。【経済産業省】 
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イ （主要技術（高精度地図）の低コスト化） 

自動運転の主要要素技術の一つである高精度三次元地図は、その更新

に時間・費用がかかることが課題であり、当該課題を解決するために、効

果的・効率的に高精度三次元地図の更新箇所（以下、「変化点」という。）

を検行する技術が求められていた。2025 年度は、プローブカーデータを

活用して、更新すべき地図情報の変化点を高精度に検行し、また、それら

のデータによって得られた情報で高精度三次元地図を更新するツールを

確立した。【経済産業省】 

ウ （主要技術（ライダーシステム）の低コスト化） 

PCSEL という先端レーーー技術を核とした PCSEL-LiDAR について、更

なる高度化を目指しインフラ用や車載用、ロボット用など多様な用途に

対応する要素技術の開発を行った。あわせて、フィールド実証実験や自

動車メーカー等へのヒアリングを通じて、今後の社会実装や量産化へと

つなげていく計画検討を実施した。さらに、PCSEL 技術と PCSEL-LiDAR

に関して、社会実装を加速することを目的として設立した法人「一般社

団法人 京都大学フォトニック結晶レーーー研究所」の活動を本格化さ

せ、30 社を超える企業 ・機関（今後連携予定を含む）との間で連携・協

力体制を構築した。一貫した産学連携のエコシステム形成に向け、PCSEL

技術の応用開拓から量産プロセス開発、実用システムへの組み込みの検

討を実施した。【内閣府】 

エ （路車協調システムの検討） 

2025 年 3 月 3 日から新東名高速道路（駿河湾沼津 SA～浜松 SA）にお

いて、レベル 4自動運転トラックの実現を支援する路車協調システムの

実証実験を行うとともに、一般道においては、路側センサー等から自動

運転車両に情報提供を行う路車協調システムの技術的検証を目的とし

た実証実験を行った。 

また、自動運転の実現を支援するため、自動運転に資する道路構造や

路車協調システム、道路交通情報の収集・提供に関する体制やルール、

情報通信インフラなど、インフラの在り方について、自動運転インフラ

検討会12において検討を実施した。【総務省／国土交通省】 

オ （V2X 通信規格の検討・策定/V2N 通信環境の検討） 

総務省では、自動運転車両の知隔監視等に必要となる安定的な通信環

境の確保のため、「自動運転の社会実装に向けたデジタルインフラ整備

事業」を活用し、自動運転の推進対象地域を対象として、携帯電話事業

者に対し、5G の機能・性能が最大限発揮される方式（5G SA）に対応し

た携帯基地局の整備・高度化を支援した。 

また、総務省では、V2X 通信に関する国際的な周波数使用の動向を踏

まえ、我が国においても自動運転支援用の V2X 通信に 5.9GHz 帯を追加

的に割当てるため、「自動運転の社会実装に向けたデジタルインフラ整

備事業」を活用し、既存無線局の周波数変更を東名阪地域から順次進め

るとともに、2026 年度からの全国的な周波数変更を電波法に基づく電波

利用料財源を活用した新たなスキームで実施するための制度整備を実

 
12 自動運転インフラ検討会 

https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/jido-infra/index.html 
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施した。加えて、国土交通省等と連携した新東名高速道路 （自動運転優

先レーン）における V2X 通信を活用した自動運転トラックの走行実証を

実施し、合流支援情報提供等の有効性を確認し、その結果は「自動運転

インフラ検討会」（第 4回 2026 年 3 月 23 日）において報告されている。

こうした取組とともに、総務省においては、自動運転に必要な通信環境

整備として、多様な主体による 700MHz 帯 ITS 通信の有効活用の推進の

ため、700MHz 帯 ITS 通信の無線局免許人の範囲の追加等を行う制度整備

を実施（令和 7年 12 月 23 日施行）。 

さらに、総務省では、自動運転を支える通信インフラに関する課題や

取組の方向性について、最新かつ広い視点からの検討が必要であること

から、「自動運転時代の“次世代の ITS 通信”研究会13 （第 3期）」を 2025

年 9 月から開催しており、同研究会では、自動運転社会の本格的到来を

見据え、関連する最新の動向・取組や今後の見通し等をレビューしつつ、

【自動運転×通信】の広い視点から、通信インフラ政策の在り方等につ

いて検討や整理を実施し、2026 年 6 月に報告書を取りまとめた。【総務

省】 

カ （安全性評価環境の構築） 

経済産業省では、自動運転システムの安全性評価手法の確立に向けて、

自動運転の安全性を評価するために必要十分なシナリオを合理的に限

定する方法論を構築するとともに、58 の基本シナリオを整備した。当該

方法論に基づき、2025 年度には、死角を考慮したシナリオ体系を整備・

追加した。また、これらのシナリオに沿った交通流における自動運転シ

ステムの動作を評価可能な仮想環境の構築を進め、自動運転に用いられ

るセンサーが不得意とする雪や霧といった環境の再現や、最先端の4Dイ

メージングレーダに対応した高精度ミリ波レーダモデルの試作を完了

した。【経済産業省／国土交通省】 

キ （混在空間における協調型システムの検討・確立） 

経済産業省は「RoAD to the L4 プロジェクト」テーマ 4において、混

在空間でインフラ協調を活用したレベル4自動運転サービスの実現に向

けた取組を行った。2025 年度は千葉県柏市の柏の葉地域におけるインフ

ラ協調型自動運転システムを活用した混在空間における実証走行を通

じて、2025 年 12 月に必要な許可を取得し、2026 年 1 月より信号連携を

用いた特定自動運行を開始した。また、V2X シミュレータの公開や、デ

ータ連携プラットフォームのAPI仕様の公開等を行った。 【経済産業省】 

ク （信号情報提供技術の検討・確立） 

異なる制御方式の信号機が混在する地域において、シームレスかつリ

アルタイムに信号情報を配信するために構築したシステムを活用して、

走行中の車両に対して信号情報を配信する先導的な実証実験を行った。

【内閣府／警察庁】 

ケ （切替え・積替え等のための集約拠点の整備） 

2025 年度は、物流拠点間を結ぶ自動運転トラックの実装に向けて、自

 
13 自動運転時代の“次世代の ITS 通信”研究会 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/Next_Generation_ITS/index.html 
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動運転による幹線共同輸送の業務要件の具体化、およびデータ連携・標

準化に向けた検討を実施した。個社単独の取組にとどまらず、複数事業

者が連携する共同輸送モデルの実現を目指し、物流事業者、荷主、自動

車 OEM 等の協力のもと検討会を開催した。そこでの議論を通じて、事業

モデルの仮説構築と課題整理を行い、自動運転による幹線共同輸送にお

ける基本事業モデル（案）を整理した。【経済産業省／国土交通省】 

コ （デジタルライフライン（自動運転サービス支援道）の整備） 

2025 年度は、過年度に先行地域で実証等を実施してきた各プロジェク

トについて、開発したシステムや実証の成果を活用し、ガイドライン素

案の作成等、実装に向けた整理・取りまとめを行った。併せて、業界横

断での合意形成を目指し、自動車 OEM、物流事業者、関係省庁等、関係

者の枠を超えた検討会等を設置・開催すると共に、システム間で相互に

連携可能なデータ連携の在り方についても検討を進めた。【警察庁／総

務省／経済産業省／国土交通省】 

 

（3） 事故等に対応する体制の整備・社会的受容性の向上 

ア （社会受容性向上のための手引きの策定） 

レベル 4自動運転移動サービスの社会実装にあたっては、技術開発や

環境整備に加え、社会受容性の向上が重要である。そのため、経済産業

省及び国土交通省、警察庁は「RoAD to the L4 プロジェクト」や「自動

運転社会実装推進事業」を通じて得た行見を活用し、「自動運転移動サー

ビス社会実装・事業化の手引き」を策定している。手引きでは、社会受

容性の向上に向けた施策項目や、具体的な施策事例など、社会受容性向

上に資する取組の行見を取りまとめており、手引き策定後も施策の事例

追加など、手引きの内容の充実化に向けた取組を行っている。 【警察庁／

経済産業省／国土交通省】 

イ （走行空間の検討） 

自動運転車両を安全かつ円滑に走行させるための施設・設備等につい

ての技術的検証を目的とした走行空間実証実験を実施した。 

また、自動運転の実現を支援するため、自動運転に資する道路構造や

路車協調システム、道路交通情報の収集・提供に関する体制やルール、

情報通信インフラなど、インフラの在り方について、自動運転インフラ

検討会において検討を実施した。【国土交通省】 

ウ （審査手続の透明性・公平性の確保） 

2025 年度は、2024 年度に取りまとめた自動運転の審査に必要な手続

の透明性・公平性を確保するための取組を着実に実施するとともに、自

動運転の審査に必要な手続の透明性・公平性を確保するため、2024 年度

に策定・公開した「自動運転移動サービス社会実装・事業化の手引き」

について、審査事例の増加・蓄積を踏まえ更新した。 

【警察庁／経済産業省／国土交通省】 

エ （自動運転をめぐる社会的ルールの明確化） 

自動運転車の事故時における原因究明体制の構築を進めることは、安

全な自動車社会を実現するために、また、自動運転を社会に受け入れら

れるものとするためにも重要である。そのため国土交通省では、迅速か

つ実効的な原因究明に向けた事故調査機関の在り方に関して、交通政策



28 

 

審議会の下に2024年 10月に設置した自動運転ワーキンググループにお

いて、自動運転車に係る事故調査機関として、運輸安全委員会を念頭に、

調査すべき事故等の範囲、事故等の発生の認行の在り方、調査体制等に

関する検討を行い、2025 年 5 月 30 日に「中間とりまとめ」を公表した。

また、本自動運転ワーキンググループにおける議論を基に、自動運転車

の社会実装の状況や事故実態を踏まえ、運輸安全委員会における事故原

因究明体制の構築について、法制度の整備も視野に入れて検討を行っ

た。【国土交通省／警察庁／（消費者庁）】 

オ （責任体制の再点検） 

自動運転車に関わる関係者が安心して無人自動運転の社会実装を推

進することができるよう、事故等が発生した場合の責任制度その他の社

会的ルールの在り方について、①先端技術を用いる自動運転車の責任あ

る社会実装の推進、及び、②被害者の十全な救済の確保という観点から、

「AI 時代における自動運転車の社会的ルールの在り方検討サブワーキ

ンググループ」において、論点の整理及び目指すべき方向性について

2024 年に取りまとめたところ、25 年度はそれに沿って各府省庁等にお

いて取組を実施し、その取組状況のフォローアップを実施した （参考６

参照）。 【内閣官房デジタル行財政改革事務局／警察庁／デジタル庁／経

済産業省／国土交通省】 

 

（4） 初期導入費用の低減・合理的な分業体制の確立 

ア （自動運転車両のリース・レンタルを促す仕組みの検討） 

自動運転車両の導入に際しては車両費が高額であり、買い切りによる

調達が自治体や運行事業者にとって大きな負担となっている現状を踏

まえ、リーススキームの有用性を検証するため、自治体・自動車メーカ

ー（OEM） ・リース事業者・整備事業者等へのヒアリングを含む調査事業

を実施した。 

成果としては、商用運行フェーズにおける事業モデルとして、①導入・

運行支援事業者とリース事業者の協業モデル、②OEM／系列リース・販売

店協業モデルの 2類型を特定できた点が挙げられる。前者は導入・運行

支援事業者が顧客開拓を担いリース事業者に客付けを行う事業者間連

携型、後者は OEM が系列販売店・リース事業者と連携し車両製造から保

守まで一気通貫で提供する型であり、それぞれのビジネスモデルの成立

要件を整理した。 

一方、いずれのモデルにおいても共通する課題として、補助金の単年

度原則に起因する複数年度にわたる財源確保スキームの構築、自動運転

車両に対応できる整備事業者の不足によるメンテナンス網の未整備等

が挙げられており、引き続き解消に向けた取組が必要である。 【デジタル

庁】 

イ （自動運転がもたらす効果の評価方法の検討） 

関係省庁と連携の上、自動運転がもたらす効果である社会的価値（フ

ーシャルインパクト）に関する地方自治体の評価事例を取りまとめると

ともに、評価手法の一例として経済波及効果及びクロスセクター効果に

関する指標の算出方法について整理し、「自動運転移動サービス社会実

装・事業化の手引き」に反映した。【国土交通省】 
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（5） その他の関連施策 

ア （RoAD to the L4） 

経済産業省は新たなモビリティサービスの実現・普及に向け、テーマ

1 から 4 までの 4 つのテーマを設定し、研究開発から実証実験、社会実

装まで一貫した取組を行う「RoAD to the L4」プロジェクトを 2021 年

度から 2025 年度の 5 年間実施した。2025 年度はテーマ 2 において、公

道交差を含む専用道区間等におけるレベル4自動運転サービスの実現に

向け、茨城県日立市のひたち BRT で特定自動運行主任者を乗車させた特

定自動運行による国内最長距離での長期営業運行を行うとともに、知隔

監視型車両の開発及び試験走行を実施した。またテーマ 3において、高

速道路における自動運転トラックの実用化に向け、自動運転サービス支

援道を含む新東名高速道路でレベル 2の実証走行を実施し、合流支援や

先読み情報支援、運行監視などの外部支援システムとの連携による走行

の円滑性を確認した。さらに、テーマ 4において、混在空間でインフラ

協調を活用したレベル 4自動運転サービスの実現に向け、千葉県柏市の

柏の葉地域で信号連携を用いた特定自動運行を開始した。【経済産業省

／国土交通省】 

イ （第 3次交通政策基本計画） 

2026 年 1 月 16 日に閣議決定された「第３次交通政策基本計画（2025

年度～2030 年度）」において、2027 年度に見込まれる自動運転タクシー

や自動運転トラックの社会実装も見据えつつ、実証から事業化への移行

を促進するため、制度整備及び全国における事業化の推進に取り組むこ

とを盛り込んだ。 

具体的には、運輸安全委員会における事故原因究明体制の構築に向け

た取組等及び「地域の足」「観光の足」の確保に有効な自動運転サービス

について、輸送力の大きい自動運転大型バスや面的にサービスを提供で

きる自動運転タクシーなどを用いた「質の高い」ものや、労働生産性の

向上と担い手の処遇改善にも寄与する「1 対 N 型」のものへの重点支援

を実施する。加えて、高速道路等の一部区間における自動運転トラック

を活用した輸送の実装を後押しする。 

さらに、本格的な自動運転社会の早期実現を先導する方策と、そうし

た社会の到来が人々の暮らしや生活等に及ぼす影響や効果について幅

広く検討を行う。 

また、2030 年度に自動運転サービス車両数を 1万台とする新たな数値

目標を設定した。【国土交通省】 

ウ （総合物流施策大綱） 

2026 年 3 月 31 日に閣議決定された「総合物流施策大綱（2026 年度～

2030 年度）」では、2030 年度までの物流革新の「集中改革期間」におい

て、従来にない対策を抜本的かつ計画的に講じることにより、将来にわ

たって物流の持続可能性を確保していくとともに、我が国の成長エンジ

ンや公共性の高いサービスとしての物流のポテンシャルを最大限に引

き出すことが求められるとされている。 

こうした認識の下、これまでの制御技術に加え、機械学習により高度

な自動運転技術を実現する「AI ベース」等の新たな技術の進展も踏まえ
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ながら、実証から事業化に向けた自動運転トラックの社会実装の加速や

自動運転車両等に対応した物流拠点の整備の促進を図るとともに、積極

的な海外展開を推進していく必要があると盛り込まれた。 【国土交通省】 

 

4. 自動運転に係る検討会、研究会等の取組状況 

（1） 自動運転社会実現本部14 

近年の自動運転技術の急速な進化に伴い、既に公共交通の分野においては自

動運転サービスの社会実装が進みつつあり、今後の自動運転のさらなる普及は、

社会構造や人々の暮らし・生活を大きく変えていくことが予想される。 

このため、国土交通省では、自動運転社会の早期実現に向けた取組を強力に

推進するとともに、自動運転の普及に伴う社会変容への対応について検討を行

うため、2026 年１月に国土交通省自動運転社会実現本部を設置した。 

この実現本部では、「公共交通では、L4 自動運転が主流」、「高速道路を走行

する長距離トラックでは、L4 自動運転が主流」、「自家用車では、L2++15運転自

動化以上が主流」という将来の自動運転社会を見据え、解決が期待される課題

と想定される社会変容について議論を開始したほか、本格的な自動運転社会の

実現に向けた取組の検討を開始した。【国土交通省】 

（2） モビリティ DX 戦略・モビリティ DX 検討会16 

経済産業省では、「モビリティ DX 検討会」を開催して官民での議論を深め、

SDV、自動運転や MaaS といった新たなモビリティサービス、企業を超えたデ

ータ利活用等、DX 全体を貫く「モビリティ DX 戦略」を 2024 年 5 月に策定し、

グローバル市場における SDV の日系シェア 3 割を目標に掲げた。一方、戦略

策定後、グローバルでは AI 技術を活用した自動運転技術の実装といった国際

競争の激化や、米国によるコネクテッドカー規制といった地政学リスクの高

まりなど、モビリティDXを取り巻く環境が大きく変化していることを踏まえ、

2025 年 6 月に戦略のアップデートを行った。戦略のアップデートでは、E2E

安全性評価手法の構築などの取組を新たに盛り込んだ。【経済産業省】 

（3） 自動運転時代の“次世代の ITS 通信”研究会 

自動運転の社会実装に向けては、その安全で円滑な運行を支える通信イン

フラの確保が急務であり、関連する最新の動向や見通し等を踏まえた通信イ

ンフラに関する国の政策や民間事業者の取組の方向性について、中長期的視

点も含めた検討が必要である。 

このため、総務省では、2025 年 9 月から、「自動運転時代の“次世代の ITS

通信”研究会 （第 3期）」を開催し、自動運転社会の本格的到来を見据え、【自

動運転×通信】の広い視点から、通信インフラ政策の在り方等について検討

を進め、2025 年 6 月に第 3期報告書を取りまとめた。 

 
14 自動運転社会実現本部 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk1_000048.html 
15 L2++：運転者が周辺監視をし、縦・横方向の運転支援機能を有する車両（L2 車両）のうち、AIを活

用し一般道を含め自律走行が可能な高度な運転自動化システム等を搭載したもの 
16 モビリティ DX戦略・モビリティ DX検討会 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/automobile/jido_soko/index.html 
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同報告書（案）においては、まず、新たに考慮すべき環境変化・視点等と

して、「①自動運転の急速な進展」「②通信インフラに求められる役割」「③通

信インフラの進化と AI 社会への対応」「④業界動向の変化と官民投資促進の

動き」を整理している。 

そして、これらの整理や課題認識等を踏まえ、課題解決向けた取組として、

まず各取組を進める上で共通的に重要となる基本的な考え方を、 

①政府が選定した「先行的事業化地域」等を重点対象とした通信インフラの

整備拡充・高度化の施策や関連投資を強力に推進 

②施策を実効的に進めるため、自動運転事業者と通信事業者による一層の連

携・共創が重要 

③「技術面」のみならず費用対効果を含む「事業面」も検討・考慮した、実証

で終わらない事業モデル・エコシステムの構築が重要 

とし、かつこれらが相互に連携し有機的に連動することが重要としている。 

その上で、取り組むべき具体的な施策の方向性を、以下のとおり整理して

いる。 

①通信インフラの強化 

・5G 携帯基地局の整備拡充・高度化（5G SA 化） 

・携帯通信の更なる品質向上策やインフラシェアリングの有効活用 

・オール光ネットワーク（APN）や AI-RAN 等の新技術による通信インフラ

の高度化 

・多様な主体による ITS 通信インフラの整備・展開 

・多様な通信手段(ローカル 5G・衛星通信等)の有効活用・技術開発 

②実証から実装への橋渡し・エコシステム 

・自動運転の通信利用の共通的な標準モデル等の整理 

・自動運転の実装に対応し、持続可能性や横展開性も考慮した通信インフ

ラの事業モデル・エコシステムの設計・構築 

・ITS 通信インフラ展開に向けた関係省庁・主体の連携・制度的対応等 

・総務省事業を活用した実証から実装への橋渡し・インフラ整備等 

③基盤となる取組 

・成長戦略の具体化状況を踏まえた自動運転と通信インフラに関する官民  

投資ロードマップ 

・ 「自動運転×通信」について、特に事業モデル・エコシステム構築を中心

に、重要テーマにフォーカスした「対話の場」等の設定 

・我が国の自動運転/モビリティに活用される通信インフラを支え、国際競  

争力を踏まえた人材・技術の持続的な確保・育成 

【総務省】 

（4） 自動運転インフラ検討会 

自動運転の実現を支援するため、自動運転に資する道路構造や路車協調シ

ステム、道路交通情報の収集・提供に関する体制やルール、情報通信インフ
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ラなど、インフラの在り方を検討することを目的に、「自動運転インフラ検討

会」を設置。2025 年度は計 2回開催し、自動運転の実現に向けたインフラ連

携の取組、自動運転に係る情報通信インフラの取組、自動運転システムへの

信号情報提供に関する対応の方向性等について議論するとともに、事業者か

らのヒアリングを行った。 

また、本検討会での議論も踏まえ、総務省においては、自動運転に必要な

通信環境整備として、多様な主体による 700MHz 帯 ITS 通信の有効活用の推

進のため、700MHz 帯 ITS 通信の無線局免許人の範囲の追加等を行う制度整備

を実施（令和 7年 12 月 23 日施行）。加えて、自動運転車両の知隔監視等のた

めの携帯基地局の高度化（5G SA 化）や、5.9GHz 帯 V2X 通信導入のための既

存無線局の周波数変更及び必要な制度整備を順次進めるとともに、新東名高

速道路で、関係省庁等と連携した路車協調システムの走行実証等を実施した。

【警察庁／国土交通省／総務省】 

（5） 第 7期先進安全自動車(ASV)推進検討会 

「先進安全自動車（ASV ：Advanced Safety Vehicle）」に関する技術の開発・

実用化・普及を促進するため、1991 年度から 35 年にわたり、学識経験者、自

動車・二輪車メーカー、関係団体、関係省庁を委員とする「先進安全自動車

（ASV）推進検討会」のもと、 「ASV 推進計画」に基づく取組を進めてきた。第

7期 ASV 推進計画 （2021 年度～2025 年度）では、「自動運転の高度化に向けた

ASV の更なる推進」を基本テーマとして掲げ、ASV の普及啓発活動の実施、ド

ライバーの不注意や異常操作に対してシステムで安全性を確保する技術要件

の策定並びに自動運転車の設計において安全性確保のためにメーカー等が配

慮すべき事項の検討等を行い、自動運転の高度化に資する ASV の開発、実用

化及び普及を推進した。【国土交通省】 

（6） 物流 MaaS 推進検討会17 

経済産業省では、人手不足をはじめとする物流課題の解決および将来的な

自動運転トラックの普及を見据え、目指すべき物流の全体像を検討する取組

として物流 MaaS 推進検討会を開催し、データ連携や、荷役の自動化、共同輸

送の検討を進めてきた。検討会での議論を踏まえ、これまで「トラックデー

タ標準 API ガイドライン（安心安全）」や「荷主・運送事業者のマッチングに

よる共同輸送の手引書」を公表してきたが、2025 年度は 2回の検討会を開催

し、自動運転トラックの知隔監視における標準 API をまとめた「自動運転ト

ラックの知隔監視における標準 API ガイドライン」や、荷役の自動化を進め

るために必要な項目をまとめた「トラック荷役自動化の紹介リーフレット」

を新たに公表した。【経済産業省】 

 
17 物流 MaaS 推進検討会 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/automobile/automated-driving.html 
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（7） 自動運転の拡大に向けた調査研究18 

2025 年度は、「自動運転の拡大に向けた調査研究」を実施し、以下の事項に

取り組んだ。 

・自動運転車の開発に資する交通ルールの解釈の明確化を目的とした自動運

転車の開発事業者等との継続的なコミュニケーション 

 自動運転車の開発事業者等を対象に、自動運転車の走行に当たり課題とな

り得る道路交通上の具体的な場面においてその解釈をより明確化すべきと考

えられる交通ルールについて書面ヒアリングを実施した上で、同ヒアリング

の結果を基に自動運転車の開発事業者等との意見交換会を開催し、警察庁の

検討結果を回答した。 

また、自動運転車の開発に資する交通ルールの明確化のための自動運転車

の開発者等向けの意見交換枠組みを設置した。 

・自動運転車が公道上でスタックした場合の取扱い 

自動運転車が公道上でスタックした場合における取扱いにつき、特定自動

運行中に自動運行装置が直ちに対応できない状況に直面し、新たな動作がで

きない場合において、特定自動運行を継続させるために、知隔に存在する人

間が当該自動運行装置に対して情報又は助言を提供する行為である「知隔支

援」の条件と限界といった各種論点を設定して検討を行い、知隔支援に関す

る考え方の方向性を取りまとめた。【警察庁】 

（8） 次世代 ITS 検討会19 

交通課題の解決に加えて、社会経済活動にも貢献できる自動運転時代を見

据えた次世代の ITS の実現にむけ「次世代 ITS 検討会」を設置。道路行政視

点、民間視点の双方から産学官の議論を深め、次世代 ITS で取り組むべきサ

ービスのうち、緊急性や社会的関心の高い社会課題を解決するために取り組

むべきものについて、現在の技術等を用いた先行的な実証「先行プロジェク

ト」を民間と共同で実施し、その成果について報告するとともに、次世代 ITS

の基本構造等について検討を進めた。【国土交通省】 

 

  

 
18 警察庁の自動運転に関する Web サイト 

https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/selfdriving/index.html 
19 次世代 ITS 検討会 

https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/jisedai_its/index.html 
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第3章 2026 年度以降の取組方針 

1. 交通商社機能 

2025 年度の調査では「交通商社機能」の優良事例における、取組の効果、立ち上

げプロセス、推進主体の事業形態について整理し、「交通商社機能」の取組を支援

する事例集として示した。2026 年度は自動運転社会実装先行的事業化地域におけ

る伴走支援等を通じて、第 2章で明らかとなった課題のうち、特に「事業採算性の

確保と資金調達」の課題を改善・解決するモデルを構築するとともに、各地での取

組についての継続した調査を行い、2027 年度以降に他地域への横展開が可能とな

るよう、調査結果を踏まえ、事例集の所要の改訂を行う。【デジタル庁】 

 

2. 自動運転サービスの事業化に向けた課題への対応 

第 2 章で述べた先行的事業化地域へのヒアリングを通じて明らかとなった課題

等に対応するため、デジタル庁が窓口となり、選定された 13 地域に対して以下の

ような伴走支援を実施する。伴走支援を通じて、2027 年度を目途とした自動運転

サービスの事業化を各地域で実現するとともに、そこで得られた事業化モデルを類

似の課題を持つ地域へと積極的に横展開し、全国的な自動運転サービスの普及につ

なげる。【内閣官房デジタル行財政改革事務局／警察庁／デジタル庁／経済産業省

／国土交通省】 

① 課題解決・計画遂行に対する支援 

各地域が策定した事業化へ向けた計画に対し、デジタル庁が窓口となり関係府省

庁と連携しながら課題解決及び計画遂行に向けた個別支援を行う。取組の進捗確

認・フォローアップを実施するとともに、選定地域間での取組状況・課題解決事例

等の共有を行う。 

② 制度的支援 

各地域の取組の中で法令の内容に関して疑問がある場合は、デジタル庁が関係府

省庁と事実確認等を行うための場を設ける。 

  

3. 自動運転技術の実装に向けた支援策（各府省庁の今後の取組） 

（1） 自動運転サービスのビジネスモデル 

ア （事業採算性の検証） 

経済産業省は「無人自動運転サービス実装推進事業」において、知

隔監視型で特定自動運行を行いやすくする方法20や、乗務員が乗車せず

に無人でサービスを提供するための運用方法を早期に確立し、本事業

で得られた行見を「自動運転移動サービス社会実装・事業化の手引

き」に反映していく。【総務省／経済産業省／国土交通省】 

イ （自動運転サービス等の導入に向けた指針の策定） 

モビリティサービス・リ・デーインの基本的な考え方、国内外の政策事

例調査を通じた実践的行見の整理およびモビリティ診断指標の検討成

 
20 特定自動運行主任者を特定自動運行用自動車に乗車させずに特定自動運行を行う方法 
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果等を踏まえ、自治体が実際の地域モビリティ施策の立案・見直しに活

用できる実践的な計画指針の体系化を進める。さらには関係省庁・団体

とも連携し、現地実証や多数のユーーーとの議論を通じ、計画指針の品

質向上とユーーー層の拡大を図る。【内閣府】 

ウ （データの統合・相互利活用基盤の検討） 

引き続きサービスの拡充検討によるデータ流通基盤を確立し、他組織

と連携した実証実験実施によるサービス性・ビジネス性の検証・評価を

実施する。また、JMDS の継続的な運営体制の構築に向け、ユーーーの獲

得に取り組む。【内閣府】 

エ （モビリティサービスをけん引する人材の育成） 

モビリティ行恵袋のコンテンツの充実を進めるとともに、全国会議の

開催やフィールドでの実証実験を通じて、研究開発の反映やユーーーの

獲得を図る。加えて、育成プログラムを効果的に組み合わせた教育計画

の仕組みを検討する。【内閣府】 

オ （地域交通 DX 推進プロジェクト COMmmmONS 推進） 

交通事業のデジタル化・標準化等を加速し、自動運転車との連携が可

能な運行システム等を実現する観点から、バスの後方業務のデジタル

化・標準化に加え、タクシーの後方業務のデジタル化・標準化に取り組

むなど、地域交通DX推進プロジェクトCOMmmmONSを引き続き推進する。

【国土交通省】 

 

（2） 自動運転車両の走行に必要な技術の開発・普及および環境整備 

ア （主要技術（ライダーシステム）の低コスト化） 

関係省庁の研究プログラムとも連携し、実証を進めながら研究開発に

取り組むとともに、製品化を目指し、目標スペックの策定や需要調査を

進める。【内閣府】 

イ （路車協調システムの検討） 

2026 年度以降は、新東名高速道路において、合流支援情報の提供等の

実証実験を乗用車（有人ドライバー）への活用も視野に入れた実証を予

定している。さらに、新東名高速道路での実証結果等を踏まえ、合流長

が短いなどより厳しい道路構造を有する東北自動車道(佐野 SA～大谷

PA)において実証実験を実施し、実証実験等の結果を踏まえ、インフラか

らの支援の在り方について検討を行う。また一般道においては、路車協

調システムの技術基準等の策定に向けた実証実験を引き続き実施する。

また、策定された技術基準の周行を図るとともに、技術の進展や車両の

開発状況等を踏まえつつ対応していく。 

また、自動運転の実現を支援するため、自動運転に資する道路構造や

路車協調システムのほか、工事規制などの道路交通情報の収集・提供に

関する体制やルール、情報通信インフラなど、インフラの在り方につい

て、引き続き検討を実施する。【総務省／国土交通省】 

ウ （自動運転を支える通信環境・通信インフラ整備） 

総務省では、自動運転車両の知隔監視等に必要となる安定的な通信環
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境の確保のため、「自動運転の社会実装に向けたデジタルインフラ整備

事業」（令和 7年度補正予算）を活用し、政府が決定した自動運転の「先

行的事業化地域」や国内物流の中核を担う幹線道路等を対象として、携

帯基地局の整備・高度化（5G SA 化）の支援を継続・拡充していく。 

また、総務省では、我が国における 5.9GHz 帯 V2X 通信の周波数割当

てのため、2025 年度に実施した制度整備に基づき、2026 年度から既存

無線局の全国的な周波数変更を、電波法に基づく電波利用料財源を活用

した「特定周波数変更対策業務」により順次実施するとともに、周波数

変更の進捗状況等を踏まえ、V2X 通信について一般道を対象とした自動

運転車両の円滑・安全な運行支援の有効性や必要な通信性能の検証等を

進め、2028 年度頃までに 5.9GHz 帯 V2X 通信の技術的条件の策定等を順

次進めていく。 

さらに、総務省では、「自動運転時代の次世代の”ITS 通信”研究会（第

3期）」において、自動運転社会の本格的到来を見据えた通信インフラ政

策の在り方等について検討・整理を進め、2026 年 6 月に報告書を取りま

とめたところ、同報告書を踏まえた施策を順次推進していく。その一環

として、成長戦略における官民投資拡大に向け、自動運転の知隔監視等

に必要な携帯電話網や安全・円滑な自動運行を支援するための、ITS 通

信インフラ及びそれらを支える情報通信基盤の整備・拡充・高度化の支

援、通信システムの信頼性確保等に関する実証・実装等の支援に取り組

む。【総務省】 

エ （信号情報提供技術の検討・確立） 

これまでに構築してきたシステムを活用し、信号情報配信の高度化の

検証、自動運転システム以外の主体への情報配信等を行う総合的な実証

実験を行い、交通安全の確保に向けた信号情報提供技術を確立する。 【内

閣府／警察庁】 

オ （地域での通信の信頼性検証） 

地域実証等を通じた活用事例を積み上げ、学識経験者、民間事業者、

地方公共団体等で構成される官民連絡会等の場において共有するとと

もに、自動運転の社会実装に必要となる通信環境の技術的条件の抽出・

整理を行うなど、実証から実装への橋渡しを行う。【総務省】 

カ （L4 自動運転・L2++車両を活用した交通・物流サービスの実装促進） 

バスやタクシーにおいては、 「地域の足」「観光の足」の確保をはじめ

とした課題解決に向け、AI の活用など高度な自動運転システムを搭載し

た L4 及び L2++の運転支援機能を活用した社会実装に向けた取組につい

て、優良事例として横展開できる事業をより強力に支援するとともに、

自動運転車との連携が可能な運行システム等を実現するため、デジタル

化・標準化等の地域交通 DX を推進する。 

加えて、L2++においては、高齢運転者による交通事故の削減や地域の

足の確保をはじめとする課題解決に向け、旅客自動車運送事業者のみな

らず、公共ライドシェア等二種免許がなくとも運行可能な交通形態にお

ける利用も含めた促進を図る。 

トラックにおいては、高速道路におけるレベル 4 自動運転トラック
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の社会実装の実現に向けて、輸送効率を向上させるための知隔監視によ

る 1 対 N 運行等の実証実験を含めた事業化への支援を行う。【経済産業

省／国土交通省】 

キ （E2E 自動運転技術の研究開発基盤整備） 

E2E の開発には、大規模な学習用データ及び計算資源の確保が重要で

あることから、E2E の開発を効率化するためのデータエコシステムの構

築や、事業者が E2E を開発する上で必要となる計算資源の調達等を支援

することを通じ、E2E の研究開発を促進する。【経済産業省】 

ク （走行実績データの蓄積へ向けた支援） 

自動運転における AI の開発力を強化するためには、日本よりも開発

が進んでいる同志国とも連携し、自動運転技術を搭載した車両の社会実

装を早めることにより、走行実績データの蓄積を行うことができる環境

の整備に向けて取り組む。【経済産業省】 

ケ （E2E 搭載自動運転車両の安全性評価手法の確立） 

高度な AI は判断根拠がブラックボックスであること等が課題となっ

ている。そこで、国際動向を踏まえつつ、シミュレーション等を活用し

た安全性評価手法・開発手法を確立するとともに、E2E を搭載した自動

運転車両の安全性を高めるため、E2E による自動運転を補助する機能の

あり方や、E2E がハードウェアを的確・安全に挙動させられるかの検証

方法についても検討していく。【経済産業省】 

コ （L2++車両の優良認定制度創設と普及促進） 

高齢運転者による交通事故の削減や地域の足の確保をはじめとする

課題解決に向け、L2++車両について、一定の安全性や運転支援機能を有

することを国が性能認定する「優良認定制度」を 2026 年中を目途に創

設し、社会受容性の向上を図るとともに、自動車ユーーーが安全性の高

いシステムを搭載した車両を選択しやすい環境を整備することにより、

事故削減に効果的な L2++車両の普及を促進する。【国土交通省】 

サ （効果的なデータ利用等によるインフラからの支援と道路空間の利活

用推進） 

自動運転の実現や円滑性・安全性の向上に資する ITS インフラの基準

類の策定や次世代 ITS の実現に向けた取組を推進する。 

また道路空間の在り方を具体化するためのガイドラインの策定のほ

か、道路と車両のデータ連携や自動運転車両を活用した道路維持管理に

向けた実証等に取り組む。【国土交通省】 

シ （自動運転車のサイバーセキュリティ対策の推進） 

SDV 化や自動運転技術の進展に伴い、OTA による車両性能等のアップ

デートや、フフトウェアによる車両の制御が可能になる。一方、車両の

ネットワーク化・フフトウェア化はサイバー攻撃の対象領域を拡大させ

ることからも、不正アクセスによる個人情報等のデータ漏洩、知隔操作

といった安全性、信頼性に係るリスクが顕在化している。そこでサイバ

ーセキュリティリスクについての調査・評価を行う。【経済産業省】 

ス （国際基準・標準策定の主導と海外展開支援） 

自動運転の国際基準については、国連の自動車基準調和世界フォーラ

ム（WP.29）において日本が副議長を担うなど議論を主導してきていると

ころであり、日本の自動車メーカー等が持つ世界最先端の自動運転技術
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を反映した基準が 2026 年 6 月の WP.29 で合意される見込みとなってい

る。今後も当該国際基準等に関する動向や、技術進展等を踏まえつつ、

引き続き国際的な議論を主導していく。 

自動運転の国際標準については、国際標準化機構（ISO）で議論されて

いる。未だ国際標準が定められていない E2E の安全性評価手法等をはじ

め、国際標準等に関する動向や、技術進展等を踏まえつつ、国際標準に

ついての検討を進める。【経済産業省／国土交通省】 

 

（3） 事故等に対応する体制の整備・社会的受容性の向上 

ア （走行空間の検討） 

2026 年度以降は、走行空間整備のガイドライン等の策定に向けた実証

実験を引き続き実施し、技術の進展や車両の開発状況等を踏まえ、ガイ

ドライン等を適宜更新していく。【国土交通省】 

イ （審査手続の透明性・公平性の確保） 

2026 年度以降も引き続き、自動運転の審査に必要な手続の透明性・

公平性を確保するため、審査事例の増加・蓄積に伴い、 「自動運転移動サ

ービス社会実装・事業化の手引き」を更新するなど、改善を重ねる。 【警

察庁／経済産業省／国土交通省】 

ウ （自動運転をめぐる社会的ルールの明確化） 

2026 年度も引き続き、迅速かつ実効的な原因究明に向けた事故調査

機関の在り方に関して、国土交通省の交通政策審議会における議論や、

自動運転車の社会実装の状況や事故実態を踏まえ、運輸安全委員会にお

ける事故原因究明体制の構築に向け、関係府省庁とも連携して法制度の

整備も含めて必要な検討を進める。 【警察庁／国土交通省／（消費者庁）】 

エ （責任体制の再点検） 

「AI 時代における自動運転車の社会的ルールの在り方検討サブワー

キンググループ」において、論点の整理及び目指すべき方向性について

検討を行い、取りまとめた内容を踏まえ、自動運転車に係る社会的ルー

ルの実装のための重点施策として各府省庁等において取組を実施して

いるところ、技術の進展を踏まえつつ、2026 年度以降も引き続き深堀も

含めた責任体制の再点検を実施する。【内閣官房デジタル行財政改革事

務局／警察庁／デジタル庁／経済産業省／国土交通省】 

 

（4） 初期導入費用の低減、合理的な分業体制の確立 

ア （自動運転車両のリース・レンタルを促す仕組みの検討） 

先行的事業化地域における伴走支援において、2025 年度の調査事業で

特定した 2 類型のビジネスモデルの行見を活用しつつ、「複数自治体を

組み合わせる等による複数年度の財源確保スキームの整備」及び「サー

ドパーティ事業者によるメンテナンスを可能とする仕組みの構築」の観

点を取り込み、社会実装・横展開性の向上に向けて「構築すべきモデル

の方向性」を見出していく。【デジタル庁】 

（5） 物流関連施策 

ア （切替え・積替え等のための集約拠点の整備） 
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切替え ・積替え拠点間を繋ぐ自動運転車両による共同輸送の実現に向

けては、自動運転車両の技術開発等の動向や、物流拠点の整備状況など

を踏まえつつ、デジタルライフラインの全体施策の進捗と整合させなが

ら、実装に向けた検討を進めていく。【経済産業省／国土交通省】 

イ （デジタルライフライン（自動運転サービス支援道）の整備） 

先行的事業化地域における自動運転車両の導入状況や自動運転車両

の開発状況等を踏まえつつ、 「車両プローブ情報等」から得られるデータ

の配信等、安全走行を支援するデータの流通を促し、デジタルライフラ

インの全国整備を進めていく。【警察庁／総務省／経済産業省／国土交

通省】 

 

（参考資料一覧） 

（参考 1）モビリティワーキンググループ構成員 

（参考 2）「モビリティ・ロードマップ 2026」策定に向けたＷＧの開催状況 

（参考 3）「モビリティ・ロードマップ 2026」工程表 

（参考 4）各施策のイメージ 

（参考 5）各検討会等のイメージ 

（参考 6）自動運転車に係る社会的ルールの実装のための重点施策への取組状況 
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（参考 1）モビリティワーキンググループ構成員 

 

主査        宇野 善昌   内閣総理大臣補佐官 

（国土強靭化及び復興等の社会資本整備並びに科学技

術イノベーション政策その他特命事項担当） 

 

構成員（有識者）  石田 東生   筑波大学名誉教授・学長特別補佐 

（敬称略）  岡本  浩   東京電力パワーグリッド株式会社代表取締役副社長 

川端 由美  自動車ジャーナリスト・環境ジャーナリスト 

甲田 恵子  株式会社 AsMama 代表取締役社長 

越塚  登  東京大学大学院情報学環教授 

齊藤  裕  独立行政法人情報処理推進機構理事長 

兼 デジタルアーキテクチャ・デーインセンター長 

鈴木 真二  一般社団法人総合研究奨励会 

日本無人機運行管理コンフーシアム代表 

          須田 義大  東京工科大学教授 未来モビリティ研究センター長 

根本 敏則  敬愛大学教授 

波多野 邦道 一般社団法人日本自動車工業会 

安全技術・政策委員会 自動運転部会 部会長 

日高 洋祐  株式会社 MaaS Tech Japan 代表取締役社長 

       一般社団法人 JCoMaaS 理事 

村松 洋佑  一般社団法人ロボットフレンドリー施設推進機構理事 

森  昌遠  東京大学 客員教授 

山本 圭司  特定非営利活動法人 ITS Japan 会長 

若菜 千穂  特定非営利活動法人いわて地域づくり支援センター 

常務理事 

 

構成員（関係省庁） 内閣府    科学技術・イノベーション推進事務局 統括官 

警察庁    交通局長 

デジタル庁 統括官（国民向けサービスグループ担当） 

総務省    大臣官房総括審議官（情報通信担当） 

      総合通信基盤局長 

経済産業省 製造産業局長 

商務情報政策局長 

国土交通省 公共交通政策審議官 

道路局長 

物流・自動車局長 
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（参考 2）「モビリティ・ロードマップ 2026」策定に向けた WG の開催状況 

第 13 回 （1/27） ： 「モビリティ・ロードマップ 2026」の論点（案）および策定に向けた進

め方 等 

第 14 回（2/24）：先行的事業化地域の採択 等 

第 15 回（3/24）：モビリティ・ロードマップ 2026 骨子案、及び今後のスケジュールにつ

いて 等 

第 16 回（5/20）： 「モビリティ・ロードマップ 2026」の取りまとめ 
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（参考 3）「モビリティ・ロードマップ 2026」工程表 
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（参考 4）各施策のイメージ 

 

施策項目 対応箇所 

事業採算性の検証 第２章３．（１）ア 

第３章３．（１）ア 

自動運転サービス等の導入に向けた指針の策定 第２章３．（１）イ 

第３章３．（１）イ 

データの統合・相互利活用基盤の検討 第２章３．（１）ウ 

第３章３．（１）ウ 

モビリティサービスをけん引する人材の育成 第２章３．（１）エ 

第３章３．（１）エ 

交通商社機能に関する継続的調査・事例集改訂 第３章１．（１） 

先行的事業化地域における交通商社機能の具体化 第３章１．（２） 

主要技術（高精度地図）の低コスト化 第２章３．（２）イ 

主要技術（ライダーシステム）の低コスト化 第２章３．（２）ウ 

第３章３．（２）ア 

路車協調システムの検討・確立、走行空間の検討 第２章３．（２）エ 

第３章３．（２）イ 

第２章３．（３）イ 

第３章３．（３）ア 

自動運転を支える通信環境・通信インフラ整備 第２章３．（２）オ 

第３章３．（２）ウ 

混在空間における協調型システムの検討・確立 第２章３．（２）キ 

信号情報提供技術の検討・確立 第２章３．（２）ク 

第３章３．（２）エ 

社会受容性向上のための手引きの策定 第２章３．（３）ア 

審査手続の透明性・公平性の確保 第２章３．（３）ウ 

第３章３．（３）イ 

自動運転車両のリース・レンタルを促す仕組みの検討 第２章３．（４）ア 

第３章３．（４）ア 

自動運転がもたらす効果の評価方法の検討 第２章３．（４）イ 
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【事業採算性の検証】 
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【自動運転サービス等の導入に向けた指針の策定】 

 

  



46 

 

【データの統合・相互利活用基盤の検討】 
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【モビリティサービスをけん引する人材の育成】 
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【交通商社機能に関する継続的調査・事例集改訂】 
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【先行的事業化地域における交通商社機能の具体化】 
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【主要技術（高精度地図）の低コスト化】 
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【主要技術（ライダーシステム）の低コスト化】 
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【路車協調システムの検討・確立、走行空間の検討】 
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【路車協調システムの検討・確立、走行空間の検討】 
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【路車協調システムの検討・確立、走行空間の検討】 
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【路車協調システムの検討・確立、走行空間の検討】 
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【路車協調システムの検討・確立、走行空間の検討】 
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【路車協調システムの検討・確立、走行空間の検討】 
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【路車協調システムの検討・確立、走行空間の検討】 
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【自動運転を支える通信環境・通信インフラ整備】 
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【自動運転を支える通信環境・通信インフラ整備】 
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【自動運転を支える通信環境・通信インフラ整備】 
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【自動運転を支える通信環境・通信インフラ整備】 

  



63 

 

【混在空間における協調型システムの検討・確立】 

  



64 

 

【信号情報提供技術の検討・確立】 
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【社会受容性向上のための手引きの策定】 
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【審査手続の透明性・公平性の確保、自動運転がもたらす効果の評価方法の検討】 
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【自動運転車両のリース・レンタルを促す仕組みの検討】 
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（参考 5）各検討会等のイメージ 

【自動運転時代の“次世代の ITS 通信”研究会】 
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【自動運転時代の“次世代の ITS 通信”研究会】 
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【自動運転時代の“次世代の ITS 通信”研究会】 
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【自動運転時代の“次世代の ITS 通信”研究会】 

  



72 

 

【国土交通省自動運転社会実現本部】 
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【自動運転インフラ検討会】 
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【自動運転インフラ検討会】 
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（参考 6）自動運転車に係る社会的ルールの実装のための重点施策への取組状況 
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